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はじめに 

 

「２００７年問題」と言われる、これからの地域社会や大学等を取り巻く大きな環境変化があります。 

一つは、少子化の進行により１８歳人口が減少し、大学や短大の定員数が進学希望者数を上回る「大学

全入時代」

1

が到来することです。 

そして、もう一つは、これまでわが国の様々な面での牽引役を果たしてきた「団塊の世代」の大量退職が

始まることです。 

また、これらに限らず、地方分権の進展等による行政制度の変革、超高齢社会の到来、国際化・グロー

バル化等、地域社会を取り巻く環境は大きく変わろうとしています。 

久留米市では、平成７年に「久留米学術研究都市づくりプラン」を策定し、地域の高等教育機関や試験・

研究機関、関連団体と連携しながら、創造的な地域社会づくりを目標とした取組みを進めてきました。 

しかしながら現在、大きく環境が変わる中、これらの変化に対応し、これからも地域の産学官の連携によ

る一層の発展を図るため、新たなプランの策定に取組むものです。 

 

 

 

第１章 新・久留米市学術研究都市づくりプラン策定の背景 

 

１．高等教育機関を取り巻く環境の変化 

 

（１）１８歳人口の減少と大学全入時代の到来 

 

女性の社会進出、仕事と育児の両立の困難さ等を背景にした合計特殊出生率の低下は、人口減少社

会の到来をもたらすとともに、１８歳人口の減少という形で高等教育機関に大きな影響を及ぼしていま

す。 

わが国の１８歳人口は、平成４年の約２０５万人をピークに、平成１８年では約１３３万人にまで減少してい

ます。 

このような中で、平成１８年の高校卒業者数は約１１７万人、大学・短大進学者数は約６７万人で、これ

に対して、大学及び短大の入学者数は約６９万人となっており、数字上では全ての大学・短大希望者が

進学できる大学全入時代が既に到来しています。 

また、平成１８年度に定員割れとなった私立大学は、過去最多の２２２校で、平成１７年度より６２校増加

2

するとともに、大都市圏の大規模校と地方の中小規模校との間で２極化

3

が進んでいます。 

                                                   
1

 大学・短大への志願者数に対する入学者数が一致する、すなわち、入学志願者がすべて入学することができる状況を指す。文部科学省では、１９９７年の

大学審議会答申「平成１２年度以降の高等教育の将来構想について」において、２００９年度には全入となると試算していたが、２００５年には、中教審大学分

科会答申「我が国の高等教育の将来像」においてこれを修正し、２００７年度には全入になるとした。しかし２００７年８月に速報値が発表された２００７年度の

「学校基本調査」によると、６９万８２１５人の入学者に対し、志願者は７７万１６６０人であり、現段階では全入には至っていない 

 

2

 日本私立学校振興・共催事業団の調べでは、２００７年度に定員割れとなった私立大学は、過去最多を記録した２００６年度と同数の２２１校で全体の３９．

５％を占めている。また、私立の短期大学の定員割れ校数は、２００６年度から３１校増加し、２２５校で全体の６１．６％を占めている。 

 

3 

日本私立学校振興・共催事業団がまとめた２００７年度の私立大・短大入学状況によると、大学の入学定員充足率では、１２０％以上の高い階級と、５０％～

８０％未満の低い階級とがそれぞれ２００６年度に比べ増加している。また、規模別では、入学定員が３，０００人以上の大規模校が志願倍率・入学定員充足率

ともに最も高く「強い大規模校の寡占化」が進んでいる。 



 
2

さらに短大は、４年制大学への改組・転換等で毎年減少するとともに、１８年度では前年度より３４校増の

１９３校で定員割れとなっています。 

このように１８歳人口の減少は、大学・短大、特に地方の私立大学や短大の経営に大きな影響を及ぼし

ています

4

。 

 

（２）団塊の世代の大量退職等による生涯学習意欲の高まり 

 

２００７年、団塊の世代の大量退職が始まりました。 

「２００７年問題」と称される団塊の世代の大量退職は、今後、熟練した労働者の減少等による生産への

影響、これまでもわが国の消費の牽引役であった団塊の世代による消費行動の変化と消費への影響、

将来のさらなる高齢化の進行による医療・福祉への影響等、わが国の社会や経済に様々な影響と変革

をもたらすことが予想されます。 

その一方で、高い教育を受け、長年にわたって勤勉な生活を営んできた団塊の世代が、多くの自由時間

を得ることで、社会貢献等をはじめとして、自己実現等を目的に、より有意義に時間を過ごしたいという意

欲が今後一層高まると思われます。 

このような中で、カルチャーセンターや大学等の公開講座、各種の市民講座等への参加をはじめとした

生涯学習への意欲が今以上に高まると思われ、これらのニーズヘいかに応えるかが、今後、高等教育

機関に求められてくると考えられます

5

。 

 

（３）社会・地域への貢献に対する期待の高まり 

 

「中央集権」から「地方分権」へと、わが国の行政制度が大き<変わる中で、地方自治体での自立した行

政運営が必要となる一方で、地域住民や地域の企業や団体が主体的に地域での活動を展開する必要

に迫られています。 

また、少子高齢化、グローバル化、ＩＴ化等の進展は、社会や経済の基本的な構造にも大きな影響を及

ぼすとともに、地域における課題も複雑・多様化しています。 

こうした中で、大学等の高等教育機関に対しても、大学等の総体、または教育・研究者や学生のグルー

プや個人的な活動も含めて、多様で高度な知識や経験、学生等のマンパワーを活かして、様々な分野

における社会貢献や地域課題の解決に向けた参画が期待されています

6

。 
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 ２００４年１月、広島県の立志館大学の廃校、２００５年６月、山口県の萩国際大学の民事再生法申請、２００６年８月、北海道の小樽短期大学の民事再生法

申請、県内においても、東和大学が２０１０年３月に廃校を予定するなど、入学者数の低迷や定員割れによる経営破綻が現実化している。日本私立学校振

興・共催事業団によると、大学の経営状況を示す指標である「帰属収支差額比率」において、実質的に赤字である帰属収支差額マイナスの私立大学は、平

成１８年度で、全５４７校中１６６校、３０．３％にのぼるとされている。 

２００７年８月、日本私立学校振興・共催事業団では、客観的な財務指標で私立大学の健全性を点検し、段階的に経営改善を求めていくともに、破綻時の学

生に対するセーフティネットについて報告書「私立学校の経営革新と経営困難への対応」としてまとめたところである。 

 

5

 東京都が２００３年に実施した調査（２００４年３月に「団塊の世代の活用についての調査報告書」として公表）によると、生涯学習機関での勉強への意欲は、

是非やりたい又は少しやりたいとする者の割合が、男性で２９.０％、女性で４５.８％に達しており、また大学・大学院での勉強についても、是非やりたい又は少

しやりたいとする者の割合は、男性で２３.０％、女性で２５.８％の高率である。このような団塊世代の学習意欲に着目し、例えば、関西国際大学における原則６

０歳以上を対象とした「シニア特別選抜」、大阪商業大学の５５歳以上の学生を対象とした「シニア特別学費減免制度」、東京経済大学の「シニア大学院」開設、

埼玉大学が埼玉県と協力して実施する経済学部夜間コースのシニアへの開放、さらには、関西大学が高等教育機能を組み込んだ「カレッジリンク型シニア住

宅」創設に参画し、２００８年度より、入居者に対して受講資格の付与や出張講義など各種の教育プログラムの提供を予定するなど団塊世代をターゲットとした

取組を行う大学もみられる。 
 

6

 文部科学省の中央教育審議会が２００５年に出した答申「我が国の高等教育の将来像」において、産学官連携や地域貢献などの社会貢献機能を、大学の

有する七つの機能の一つに掲げ、今後、機能別の緩やかな役割分担が進むと指摘している。また、２００６年には、地域再生法及び地域再生基本方針に基

づき、「地域の知の拠点再生プログラム」として、地域の「知の拠点」である大学等を地域再生の重要な担い手として位置づけ、支援する方向性を打ち出すとと

もに、同年１２月施行の改正教育基本法の中で大学の社会的貢献に関する規定を設けるなど、大学等の地域貢献、地域との連携を促す枠組みの整備が進

められている。 



 
3

 

（４）社会ニーズに対応した人材教育・育成 

 

「大学全入時代」が到来し、受験生が大学等を選ぶ「買い手市場」へ移行し、大学等の経営環境は厳し

さを増しており、受験生が大学等を選択する際に、質の高いサービスで学生に付加価値を与える「教育」、

その結果が好パフォーマンスとなって表れる「就職」を重視する傾向が強まっています。 

一方で、少子高齢化、グローバル化、ＩＴ化等が急速に進展する中で、企業や社会が求める人材は多様

化し、特に企業においては、団塊の世代の大量退職により労働力の減少が進む中でも、より質の高い人

材の確保志向は高まっています。 

こうした中、これからの高等教育機関に対しては、受験生の要望に応えつつ、―方で社会や企業のニー

ズに対応した人材教育・育成の必要性が高くなっています。 

 

（５）大学等評価の時代の到来 

 

国は「２１世紀の大学像と今後の改革方策について（平成１０年大学審議会答申）」

7

の中で、大学の自

己点検・評価、さらには第３者評価の必要性を示すとともに、その後も、「国立大学の再編・統合と独立

行政法人化」

8

、「２１世紀ＣＯＥプログラム」

9

や「特色ある大学教育支援プログラム」

10

等、高い研究水準

と人材育成機能を持つ大学への重点的な支援に取組んでいます。 

一方で受験生も、大学等の「教育理念」、「個性や魅力」、「学部や学科」、「教育」、「就職」等多様な視

点で評価し、選択する傾向が強まっています。 

このような中で、大学等は今後、国等の各種支援策に積極的に取組み、導入する一方で、その個性や

魅力を高めるとともに、情報を発信し、大学等評価の時代に積極的に対応していくことが必要となってい

ます。 

 

（６）国際化・グローバル化の進展 

 

人、物、情報、文化、経済システムのグローバルスタンダード等、あらゆる面で国際的な交流、移転や競

争が活発化し、好むと好まざるに関わらず、国際化・グローバル化は進展しています。 

高等教育機関においても例外ではなく、教育・研究をはじめとする様々な面での国際化・グローバル化が

進展しています。 

                                                   
7

 １９９８年、当時の文部省に設置された大学審議会の答申。大学改革の４つの基本理念、すなわち（１）課題探求能力の育成 、（２）教育研究システムの柔構

造化、（３）責任ある意思決定と実行  、（４）多元的な評価システムの確立を示すとともに，これに沿った具体的な改革方策として、（１）学部段階・大学院・大学

の組織運営システムの改革及び（２）多元的な評価システムの確立を提言した。本答申及び２０００年の答申「グローバル化時代に求められる高等教育の在り

方について」の理念に基づき、①国立大学の法人化、②公立大学法人制度の創設、③法科大学院等専門職大学院制度の創設、④設置認可の弾力化と新

しい質の保証システムの導入、⑤構造改革特区における株式会社立大学の参入などの制度改革が進められてきた。 

 

8

 ２００１年に発表された文部科学省の「大学（国立大学）の構造改革の方針」に基づき、国際競争力のある国公私立大学づくりのため、（１）国立大学の再編・

統合、民間的発想の経営手法の導入（国立大学法人化）及び第三者評価による競争原理の導入が図られることとなった。以降、国立大学を中心とした再編・

統合が進み、２００３年１０月には、国立大学２０校が１０校に統合。また、公立大学でも首都大学東京や大阪府立大学など統合の動きが進んでいる。 

 

9

 「大学の構造改革の方針」(２００１年６月)に基づき、２００２年度から実施されたもので、我が国の大学に世界最高水準の研究教育拠点を形成し、研究水準

の向上と世界をリードする創造的な人材育成を図るため、重点的な支援を行うことを通じて、国際競争力のある個性輝く大学づくりを推進することを目的として

いる。本市では、２００３年度に、久留米大学の「先端的な癌治療研究の拠点」プログラムが採択された。 
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 大学教育の改善に資する種々の取組のうち、特色ある優れたものを選定し、選定された事例を広く社会に情報提供することで、高等教育の活性化を図る

ものである。２００３年度から実施されており、本市では、２００４年度に、久留米信愛女学院短期大学の「地方都市における地域参画型短期大学教育」が採択

された。また、この他の教育支援プログラムとして、各種審議会による提言等、社会的要請の強い政策課題に対応した、２１世紀型の優れた教育を行っている

大学等支援する「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」があり、本市では、２００７年度に、久留米工業高等専門学校の「産学民連携協働教育による実践的

技術者育成」が採択された。 
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本市においても、市内５つの高等教育機関

11

の留学生数をみても、平成１２年には８５名、全学生数の０．

８％であった留学生が、平成１８年には２８６名、２．６％へ約３倍に増加する等、国際化・グローバル化は

急速に進展してきています。 

 

 

２．社会・経済環境の変化 

 

（１）地域の「智」の向上と「智の拠点」としての重要性 

 

市内に５つの高等教育機関を有する本市にとっては、大学等の存在、研究者や学生は、直接的な経済

効果のみならず、アカデミックな雰囲気の醸成、多様な地域活動等を通じた活力の創出等重要な役割

を有しており、大学等や試験研究機関、学生等の存在は本市の活力と密接な関係にあると言えます。 

また、経済のグローバル化、それにともなう産業構造の転換が進む中、知識集約的な機能と有機的に連

携した経済システムを構築することが重要となっており、本市にとって大学等や試験研究機関は、「智」を

担う社会的インフラとして、地域の「智の拠点」としての重要性は一層増しています。 

 

（２）新たな産業創出・地域産業の構造転換の必要性 

 

「ゴムのまち」として栄えた久留米市は、その基幹産業としてのウェイトが相対的に低下する中で、福岡バ

イオバレープロジェクト

12

の下、バイオ産業・研究開発の集積地（バイオクラスター）を目指して、メディカル

バイオをはじめとしたバイオを中心に、新たな産業創出に取組んでいます。 

また、ダイハツ自動車工業の進出が決定した久留米市にとって、今後も関連企業の進出が想定されると

ともに、地域の既存企業の自動車産業への積極的な参入による地域の産業構造の転換が重要となって

います。 

こうした中、大学等や試験研究機関の智の拠点と地域企業等の実効性ある連携を進め、新たな産業創

出や地域産業の構造転換を図る必要性が高まっています。 

 

（３）「産」「学」「官」「地域一市民」連携による地域全体の向上 

 

価値観の多様化、少子高齢化の進行、分権型社会が進展する中で、産業界、大学等や試験研究機関、

行政、地域コミュニティや市民が、各々の役割を果たしながらパートナーシップで活動する重要性が増し

ています。 

こうした産・学・官・地域・市民の連携によって、活気あふれたまちを実現し、総合的に地域全体の向上を

図ることが求められています。 

 

                                                   
11

 市内に本部を置く、久留米大学、久留米工業大学、久留米信愛女学院短期大学、聖マリア学院大学及び久留米工業高等専門学校をいう。 
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 県南の中核都市である久留米市を中心に、バイオ技術を核とした新産業の創出や関連企業・研究機関の一大集積（バイオクラスター）の形成を目指すプ

ロジェクト。バイオ専門のインキュベーション施設「福岡バイオインキュベーションセンター」、バイオ専用の貸工場である「福岡バイオファクトリー」を中心に、ベ

ンチャーの成長段階に応じた支援を行い、全国有数のバイオクラスターの確立を目指している。 
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第２章 久留米学術研究都市づくりの現状と課題 

 

１．久留米学術研究都市づくりの現状 

 

（１）久留米学術研究都市づくりプランの概要 

 

久留米学術研究都市づくりプランは、「創造的地域社会づくり」を目指して、 

 

○地域全体の知的水準の向上 

○産学官連携・地域との交流促進 

○人材定住のための都市環境の充実 

 

を基本目標に平成７年に策定されました。 

 

また、この基本目標実現に向けて、 

 

○地域全体の知的水準の向上 

（１）地域特性を生かした学術研究拠点の形成 

①久留米の特性を生かした学術研究テーマの推進 

②国際的学術研究交流の推進 

③既存機能の拡充強化、新たな機能の導入と連携による学術研究拠点の形成 

 

（２）高等教育機関など学術機能の充実・強化 

①高等教育機関の機能強化 

②高等教育機関の連携による教育研究機能の強化 

 

（３）研究開発機能の充実・強化 

①地域研究開発機能の充実・強化 

②地域戦略研究プロジェクトの誘致・設置 

 

（４）研究活動支援・交流基盤の整備 

①学術研究交流活動への支援 

②研究活動への支援 

③学術情報ネットワーク 

④国際的な学術研究交流推進への支援 

 

○産学官連携・地域との交流強化 

（１）学術研究機関と地域との連携 

①地域学習ニーズヘの対応 

②地域研究システムの構築 

 

（２）学術研究機関と産業界との連携 

①研究成果の企業化の促進 
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②学術研究交流・異分野交流の促進 

 

○人材定住のための都市環境の充実 

（１）都市サービス機能の充実 

①コンベンション機能の充実 

②情報ネットワークサービス機能の充実 

 

（２）魅力あるまちづくりの推進 

①大学等と一体となったまちづくり 

②キャンパスの立地環境の向上 

③魅力ある居住空間の整備と住民サービス機能の向上 

 

を柱にプランを推進してきました。 

 

（２）これまでの取組み状況 

 

久留米学術研究都市づくりプラン策定以降（平成８年度以降）の、久留米市における行政、大学等、産

学官連携分野等の主な実績は以下の通りとなっています。 

 

①基盤整備等 

【平成８年度】 

・久留米市・学術研究機能拡充促進補助制度開始 

・久留米大学文学専攻科、法学専攻科、商学専攻科設置 

・久留米工業高等専門学校工業化学科を生物応用科学科に改組 

 

【平成９年度】 

・久留米地域研究者検索ページ（研究者データベース）ＨＰ開設 

・久留米大学先端癌治療研究センター設置 

 

【平成１０年度】 

・高度技術工業集積地域開発法(テクノポリス法) 、頭脳立地法が、新産業創出促進法へ移行 

・久留米大学経済学専攻科設置 

・久留米大学循環器病研究所設置 

 

【平成１１年度】 

・久留米大学留学生別科設置 

・久留米学術研究都市づくりＨＰ開設 

・久留米大学前駅の設置 

 

【平成１２年度】 

・「久留米・鳥栖地域高度技術産業集積活性化計画」策定（新事業創出促進法に基づく） 

・久留米ビジネスパーク分譲開始 

・久留米ホームアルカディア宮ノ陣分譲開始 
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・久留米大学文学部社会福祉学科増設 

・久留米大学コンピュータ教育センターを情報教育センターに名称変更 

・久留米大学保健体育センターを健康・スポーツ科学センターに名称変更 

・久留米工業高等専門学校産学民連携センター設置 

 

【平成１３年度】 

・久留米市新総合計画策定 

・福岡バイオバレープロジェクト開始 

・久留米大学大学院心理学研究科設置 

・久留米大学大学院医学研究科修士課程設置 

・久留米工業高等専門学校電気工学科を電気電子工学科に改組 

 

【平成１４年度】 

・久留米大学国際交流センター設置 

・久留米大学文学部人間科学科を文学部心理学科および情報社会学科に改組転換 

・久留米大学経済学部文化経済学科増設 

・久留米大学高次脳疾患研究所設置 

・久留米大学個別最適医療研究開発産学地域共同機構設置 

・久留米大学臨床試験センター設置 

・久留米工業大学工学部環境共生工学科増設 

・久留米工業大学工学部機械工学科を機械システム工学科に、建築設備工学科を建築設備工

学科に、電子情報工学科を情報ネットワーク工学科に名称変更 

・久留米信愛女学院短期大学情報社会学科新設 

 

【平成１５年度】 

・久留米ビジネスプラザオープン 

・久留米大学知的財産本部設置 

・久留米大学バイオ統計センター設置 

・久留米信愛女学院短期大学食物栄養学科を健康栄養学科に名称変更 

・久留米市と久留米大学との事業協力協定締結 

 

【平成１６年度】 

・福岡バイオインキュベーションセンター（Ｆ‐ＢＩＣ）オープン 

・信愛コラボレーションプラザ「リリウム」オープン 

・久留米大学法科大学院法務研究科設置 

・久留米大学教育・学習支援センター設置 

・久留米市内大学等単位互換制度開始 

 

【平成１７年度】 

・久留米大学大学院ビジネス研究科設置 

・久留米大学ビジネス研究所設置 

・久留米市と久留米工業大学との事業協力協定締結 



 
8

・久留米市と久留米信愛女学院短期大学との事業協力協定締結 

・久留米市内大学等単位互換制度協定校による共同講義開始 

 

【平成１８年度】 

・聖マリア学院大学開校 

・久留米市と聖マリア学院大学との事業協力協定締結 

 

②プロジェクト等 

【平成８年度】 

・新技術事業団日仏国際共同研究超分子プロジェクト （Ｈ４～８）  

・科学技術振興事業団日蘭国際共同研究分子転写プロジェクト （Ｈ８～１３）  

 

【平成９年度】 

・科学技術振興事業団日蘭国際共同研究分子転写プロジェクト （Ｈ８～１３）  

 

【平成１０年度】 

・科学技術振興事業団日蘭国際共同研究分子転写プロジェクト （Ｈ８～１３）  

・（株）ビー・シー技術開発研究所設立 （Ｈ１０）  

 

【平成１１年度】 

・科学技術振興事業団日蘭国際共同研究分子転写プロジェクト （Ｈ８～１３）  

 

【平成１２年度】 

・科学技術振興事業団日蘭国際共同研究分子転写プロジェクト （Ｈ８～１３）  

 

【平成１３年度】 

・科学技術振興事業団日蘭国際共同研究分子転写プロジェクト （Ｈ８～１３）  

・福岡県バイオベンチャー等育成事業（ＫＲＰ受託事業） 

 

【平成１４年度】 

・福岡県バイオベンチャー等育成事業（ＫＲＰ受託事業） 

・経済産業省・地域新生コンソーシアム事業 

 

【平成１５年度】 

・文部科学省・２１世紀ＣＯＥプログラム（久留米大学「先進的な癌治療研究の拠点」・Ｈ１５～１９）  

・都市エリア産学官連携促進事業（一般型） （文部科学省・Ｈ１５～１７） 

・福岡県バイオベンチャー等育成事業（ＫＲＰ受託事業） 

・経済産業省・地域新生コンソーシアム事業 

 

【平成１６年度】 

・久留米信愛女学院短期大学の「地方都市における地域参画型短期大学教育」が文部科学省

「特色ある大学教育支援プログラム」に採択 

・都市エリア産学官連携促進事業（一般型） （文部科学省・Ｈ１５～１７） 

・福岡県バイオベンチャー等育成事業（ＫＲＰ受託事業） 
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・文部科学省・２１世紀ＣＯＥプログラム（久留米大学「先進的な癌治療研究の拠点」・Ｈ１５～１９）  

・経済産業省・地域新生コンソーシアム事業 

 

【平成１７年度】 

・都市エリア産学官連携促進事業（一般型） （文部科学省・Ｈ１５～１７） 

・福岡県バイオベンチャー等育成事業（ＫＲＰ受託事業） 

・文部科学省・２１世紀ＣＯＥプログラム（久留米大学「先進的な癌治療研究の拠点」・Ｈ１５～１９）  

・経済産業省・地域新生コンソーシアム事業 

 

【平成１８年度】 

・都市エリア産学官連携促進事業（発展型）（文部科学省・Ｈ１８～２０） 

・福岡県バイオベンチャー等育成事業（ＫＲＰ受託事業） 

・文部科学省・２１世紀ＣＯＥプログラム（久留米大学「先進的な癌治療研究の拠点」・Ｈ１５～１９）  

・経済産業省・地域新生コンソーシアム事業 

 

③機能拡充補助金等 

【平成８年度】 

・久留米大学医学部看護学科設置事業補助 (私学振興助成 総額５０，０００千円・２年目／１０，０００千円)  

・久留米大学観光コンベンション関連講座事業補助 (機能拡充促進補助 総額１１，７１３千円・１年目／３，０００千円)  

 

【平成９年度】 

・久留米大学医学部看護学科設置事業補助 (私学振興助成 総額５０，０００千円･３年目／１０，０００千円)  

・久留米大学観光コンベンション関連講座事業補助 (機能拡充促進補助 総額１１，７１３千円・２年目／３，０００千円)  

 

【平成１０年度】 

・久留米大学医学部看護学科設置事業補助 (私学振興助成 総額５０，０００千円･４年目／１０，０００千円)  

・久留米大学観光コンベンション関連講座事業補助 (機能拡充促進補助 総額１１，７１３千円･３年目／２，７７０千円)  

 

【平成１１年度】 

・久留米大学医学部看護学科設置事業補助 (私学振興助成 総額５０，０００千円･５年目／１０，０００千円)  

・久留米大学観光コンベンション関連講座事業補助 (機能拡充促進補助 総額１１，７１３千円・４年目／２，９４３千円)  

 

【平成１２年度】 

・久留米大学文学部社会福祉学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２１２，８２０千円･１年目／６０，０００千円)  

 

【平成１３年度】 

・久留米大学文学部社会福祉学科設置事業補助 （機能拡充促進補助 総額２１２，８２０千円･２年目／６０，０００千円）  

・久留米大学大学院心理学研究科設置事業補助 (機能拡充促進補助１，６８０千円) 

 

【平成１４年度】 

・久留米大学文学部社会福祉学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２１２，８２０千円･３年目／６０，０００千円)  

・久留米大学文学部心理学科・情報社会学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 １０，４００千円) 

・久留米大学経済学部文化経済学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 ４，６３０千円) 
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・久留米工業大学環境共生工学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２０，９００千円･１年目／１４，２３０千円)  

・久留米信愛女学院短期大学情報社会学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２，７３０千円･１年目／２，０３０千円)  

 

【平成１５年度】 

・久留米大学文学部社会福祉学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２１２，８２０千円・４年目／３２，８２０千円)  

・久留米工業大学環境共生工学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２０，９００千円・２年目／６，３４０千円) 

・久留米信愛女学院短期大学情報社会学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２，７３０千円・２年目／７００千円)  

 

【平成１６年度】 

・久留米工業大学環境共生工学科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額２０，９００千円・３年目／３３０千円)  

・久留米大学法科大学院法務研究科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額１３６，２６０千円・１年目／６０，０００千円)  

 

【平成１７年度】 

・久留米大学法科大学院法務研究科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額１３６，２６０千円・２年目／６０，０００千円)  

 

【平成１８年度】 

・久留米大学法科大学院法務研究科設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額１３６，２６０千円・３年目／１６，２６０千円)  

・聖マリア学院大学設置事業補助 (機能拡充促進補助 総額５００，０００千円・１年目／１００，０００千円)  

 

 

２．プラン策定の背景や現状、これまでの実績等を踏まえた課題 

 

（１）大学等を取り巻< 環境変化に対応した魅力ある大学等づくり 

 

１８歳人口が減少する一方で、設置基準の緩和により私立大学は１９９１以降の１５年間で１９０校増え５

６８校となり、数多くの私立大学で、学生確保の困難、財務状況の悪化が進んでいます。 

また、受験生が大学等を選ぶ「買い手市場」となり、大規模・都心の大学等と地方大学等の二極化が進

み、定員割れの大学等が増加する一方で、ブランド私立大学が学生数を拡大する等格差が広がってい

ます。 

文部科学省も、補助金を経営努力不足の大学等の延命策としないため、定員割れが続<大学等への補

助金の減額幅を広げる方針を示しています。 

こうした状況下、これからの大学等にとっては、 

 

①質の高いサービスを学生の供給する「教育力」 

②質の高い学生教育の結果としての「就職力」 

③組織に活力を供給する「財務力」 

 

をベースに、教育理念や伝統の強化・継承、智の拠点としての研究実績、社会ニーズ等に対応した学部

や学科の再編、地域に根ざした大学等づくりを進めながら、今後も継続して魅力ある大学等づくりを進め

る必要があります。 

 

（２）大学等と行政、地域との連携・交流の強化、協働意識の向上 
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大学等が持つ研究や人材の力を地域に役立てる地域貢献の取組みが進んでいます。 

地域貢献の意味そのものが曖昧で、どこまで貢献したら地域から満足してもらえるのか、その効果が分か

りずらいという課題はあるものの、今や大学等にとっては必要不可欠の活動となっています。 

久留米市と市内の５つの高等教育機関はこれまで、包括的事業協力協定

13

の締結とそれに基づく事業

の実施、都心部での公開講座の開催をはじめとして、大学等と行政、大学等と地域が連携した取組みを

進めてきました。 

しかしながら、大学全入時代を迎えるとともに、分権型社会が進展し地域の自立が求められる中、高等

教育機関の各々の個性を活かしながら、大学等と行政、大学等と地域が協働の視点にたって、より市民

や住民に目に見える形で連携や交流を進める必要があります。 

 

（３）大学等間の連携・交流促進 

 

久留米市内の５つの高等教育機関では、これまで、単位互換制度の導入

14

、共同講義の開催

15

等、

各々の連携や交流を深めてきました。 

こうした大学等間の連携や交流は、久留米市に限らず全国的な傾向となっています。 

例えば、北九州市では、市内の４大学が公開講座、単位互換制度、共同講義に限らず、教員の相互派

遣を検討するとともに、将来は大学コンソーシアム(連合)を視野に入れた取組みを進めています。 

久留米市では、コンソーシアムの整備には、多くの課題がありますが、ソフト面を中心とした大学等間の連

携や交流を深め、地域のイメージアップと情報発信を進めるとともに、地域全体としての底上げを図ること

が重要だと思われます。 

 

（４）地域経済の活性化・ボトムアップを目指した産学官連携の強化 

 

グローバル化する社会の中で、久留米市がその活力を維持・発展させていくためには、大学等や試験研

究機関の役割は今後ますます重要となっており、とりわけ次代を担う新たな産業や企業の創出、グロー

バル産業を核とした地域の産業構造の転換とボトムアップを図るためには、地域の大学等や試験研究機

関が市内の産業界と連携を進めることが重要となっています。 

地域の智の拠点としての大学等や知的資源としての試験研究機関を中心に、産学官が連携を強化し、

久留米市の企業が持つ新たな分野への進出・展開、ベンチャー企業への支援等に取組みながら、地域

経済の活性化や次代を担うグローバル産業の創出、地域の産業構造の転換や更なるボトムアップを図

ることが重要となっています。 

 

（５）大学等の姿が見えるまちづくり 
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 行政と高等教育機関とが、双方の知的、人的、物的資源を活かした地域の活性化を目的として、包括的な事業協力協定を締結し、連携協力して課題解決

に取組むための体制を構築するものである。久留米市では、２００３年度の久留米大学に始まり、２００５年度の久留米工業大学、久留米信愛女学院短期大学、

さらには２００６年度に、聖マリア学院大学と協定書を締結し、それぞれの事業協力項目に基づく事業を実施している。 

 

14

 他大学等の科目を履修し、それを所属大学等の単位として認定する制度。久留米市では、２００２年に、久留米学術研究都市づくり推進協議会内に「単位

互換制度検討作業部会」を設置し、市内高等教育機関の意向も踏まえ、単位互換制度の実現に向け検討を開始し、２００４年６月２８日には、市内５高等教育

機関が「市内大学等単位互換に関する協定」を締結。同年度後期授業より単位互換制度を実施している。 

 

15

 単位互換制度の一環として、２００５年度より、５つの高等教育機関が連携し、都心部での共同講義を開催している。２００５年度は「久留米の歴史とくらし」と

題して１２講座を実施し、延べ１４７人の学生が受講。２００６年度は「久留米とまちづくり」と題して、１４講座を実施し、延べ２８１人の学生が受講した。２００７年

度は、「久留米の知の最前線～生活と環境～」と題し、１４講座を実施予定である。 
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個々の大学等の魅力づくりを進めるとともに、大学等間の連携、大学等と行政や地域のパートナーシップ

に基づく、学術研究都市としての積極的な情報発信が重要となっています。 

また、久留米市に暮らし集う学生の市民とのふれあいや交流、まちづくりへの参加等、学生と地域との交

流や連携を着実に進める必要があります。 

さらに、研究者や学生にとって、学びやすく、暮らしやすい快適な環境づくりに努めることが重要となってい

ます。 
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第３章 新・久留米市学術研究都市づくりプラン 

 

[基本テーマ] 

 

筑後川や耳納連山をはじめとした自然条件、九州のクロスポイントしての立地条件等に恵まれた久留米

市はこれまで、多彩な文化、多様な産業を興し、佐賀県東部を含む筑紫平野の中核都市として発展し

てきました。 

このような発展の中、大学等や試験研究機関の集積を活かして、「学術研究都市づくり」や「新たな産業

の創出」にも取組んできました。 

しかしながら、社会や経済の構造やシステムが大きく変わろうとする中、これからも将来に向けて自立的

に発展する地域社会を創造しつづけるには、地域全体の智的水準の向上、智のインフラを中心に地域

の発展を図ることが一層重要となっています。 

学術研究都市づくりは、これまでに培われてきた歴史・文化・産業一都市基盤等の蓄積を基礎に、産学

官の連携強化等によって、「創造的な地域社会づくり」に引き続き取組むことを基本テーマに都市づくりを

推進していきます。 

 

 

１．新・久留米市学術研究都市づくりプランの目標 

 

高等教育機関や試験研究機関の集積を活かしたまちづくり 

 

久留米市はこれまで、恵まれた自然環境や立地条件等を活かしながら、先人の営々たる努力の積み重

ねにより、佐賀県東部を含む筑紫平野の中核的な都市として発展してきました。 

しかしながら２１世紀は、科学技術の発展と地球環境問題等が同時進行する一方で、経済をはじめとし

た様々な分野でグローバル化が急速に進展している時代であり、国の内外を問わず競争が激化し、より

一層地域の個性・独自性の発揮と自立した地域づくりの重要性が増しています。 

このような中、久留米市が個性と独自性を発揮しつつ、今後も継続的に発展を続けていくためには、高等

教育機関や試験研究機関等の多様な智の集積が連携し、地域とともに学び、高めあうことにより、新しい

価値を創造し続けるとともに、自立した地域として継続的に発展し続けるまちづくりを目指します。 

 

高い地域教育力を持つまちづくり 

 

ＩＴ化の進展等により、人・物・情報等が大量に移動する中、社会・経済システムの変革のスピードも増し

ている一方で、文明間・民族間の対話が大きな課題となる等、多文化交流の時代を迎え、コミュニケー

ション(対話)能力をはじめとした、豊かな人格を有した人材の育成が重要となっています。 

また、大学全入時代を迎える中で、学生や企業等のニーズが多様化に対応した魅力ある大学等づくりを

進める一方で、留学生や海外からの研究者の受入、高大連携をはじめとした大学等を核とした地域全体

の教育力の向上等、久留米市全体が高い地域教育力を持つまちづくりを目指します。 
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グローバルな産業を生み出すまちづくり 

 

高等教育機関や試験研究機関が有する人的・物的・知的資源、研究開発能力を活かしながら、それら

と産業界の有機的な連携による新たな産業の創出、地域の企業の高度化と構造転換等、地域産業の

振興を目的とした、産学官の連携の重要性は一層増しています。 

また、高等教育と実社会のつながりを重視しつつ、グローバル化が進む中で企業や社会が求める人材の

教育・供給、実社会に役立つ本物の人材育成を図る等、地域が一体となってグローバルな産業を生み

出すまちづくりが重要となっています。 

 

２．新・久留米学術研究都市づくりプラン 

 

高等教育機関や試験研究機関の集積を活かしたまちづくり 

 

（１）大学等と地域の連携による地域活性化の推進 

 

まちづくりへの提言や実践等、大学等による地域連携への積極的な取組みを促進するとともに、大学等

が持つ知的資源の地域への開放を促進します。 

また、大学等と地域が持つ各々持つニーズとシーズを結びつけるコーディネート機能を強化します。 

さらに学生のやりがいや意欲、地域とのふれあい等の学生による主体的な活動を促進します。 

そのため、以下のような取組みを進めていきます。 

 

①大学等との包括的な協定の拡充 

久留米大学、久留米工業大学、聖マリア学院大学、久留米信愛女学院短期大学との包括的協定に

基づく活動等の充実を進めるとともに、久留米高専との事業協力協定の締結を進めます。 

 

②地域と大学等との連携の促進 

地域社会や日常生活と密着した分野等への連携の拡大を図るため、大学等と地域との連携活動を

支援する仕組みづくりを進めるとともに、大学等と地域が連携したモデル的な事業への支援等を進め

ます。 

特に、少子・高齢化が急速に進行する中で、健康や福祉、子育て等の地域課題の解決に向けた取組

みを、中心市街地で展開する等の地域と一体となった取組みを進めていきます。 

 

③大学等と地域を結ぶコーディネート機能の充実 

研究者や大学等のゼミと地域とのマッチング支援、地域のニーズに対応した研究者紹介等のコーディ

ネート機能の充実を進めます。 

 

④大学等が持つ施設の開放促進 

キャンパス環境を地域住民も気軽に利活用できるよう、一層の市民開放を進めるとともに、公開講座

の充実等大学が蓄積した資源や情報等の還元を進めます。 

 

⑤学生の主体的な活動への支援 
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学生のやりがいや意欲の啓発、まちとのふれあいや学生が中心となったボランティア活動・ＮＰＯ活動、

学生が中心となった久留米の新しいイベントの創出等への支援を進めます。 

また、大学等や学生の主体的な参画促進の仕組みづくり、学生を積極的に受け入れる地域や市民意

識の醸成等学生が参加しやすい環境づくりを進めます。 

 

 

（２）大学等の姿が見えるまちづくり 

 

５つの高等教育機関が集積する久留米市にふさわしい都市環境整備等大学等の姿が見えるまちづくり

を進めていきます。 

特に、各大学等周辺の道路を始めとした環境整備、グローバル化が進む中で、外国語表示の案内板設

置等の留学生や海外からの研究者に対する施設整備等を進めていきます。 

 

 

高い地域教育力を持つまちづくり 

 

大学等の集積と連携を一層の充実・強化、高大連携等の地域の既存教育機関との連携強化、公開講

座の充実等の社会や生涯教育の拡充等により、地域全体として高い教育力を持つまちづくりを進めま

す。 

そのため、次のような取組みを進めます。 

 

（１）魅力ある大学等づくりと情報の発信 

 

①社会に期待される大学等づくり 

社会的な要請に対応するため、各々の大学等が持つ資源や特色を活かした教育環境づくり、学生に

魅力ある環境やカリキュラムづくり等、魅力ある大学等づくりに努める一方で、受験生や地域に対して

積極的に情報を発信する取組みを進めます。 

 

②大学等間の連携促進 

各々の大学等の教育理念や個性を活かしながら、各大学等間の連携を進めるとともに、将来的には、

各大学等の知的資源や人材を活用した総合的な社会人教育、生涯学習講座としての「大学等連携

型コミュニティカレッジ」

16

の創設に向けた取組みを進めます。 

 

（２）連携・交流の促進による教育力の向上 

 

大学等間の連携に加え、大学等と地域の教育機関の連携、留学生や研究者受入をはじめとした国際交

流促進等の連携や交流により、地域の教育力の向上を図ります。 

 

①地域の教育機関等との連携 
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 大学等連携の取組として、知的資源、人材を最大限に活かし、広く教養を身につける学習から、実生活に活かすスキルアップのための学習、単位取得が

可能な高度な学習まで、総合的な社会人教育、生涯学習講座を行うもの。京都市及び（財）大学コンソーシアム京都による取組（「京カレッジ」）が知られてい

る。 



 
16

大学等間の連携に加え、大学等と高校の連携(高大連携)の促進、大学等と小中学校との連携等、

教育機関同士の連携や交流を促進し、地域の教育力の向上を図ります。 

 

②国際的な人材の育成 

急速にグローバル化が進展する中で、国際的な視野を持った学生の育成、海外との学術・教育一研

究の交流促進、留学生や研究者の受入等、国際的な人材の育成を図ります。 

 

グローバルな産業を生み出すまちづくり 

 

（１）大学等の知的資源を活かした新産業・グローバル産業の創出 

 

大学等の研究成果等を地域社会の発展に生かす仕組みづくり、大学等の知的資源や研究開発能力の活

用による新産業・グローバル産業を創出する取組みを進めます。 

 

①ベンチャー創出支援の充実 

大学等や研究者、学生等によるベンチャー創出、バイオをはじめとしたベンチャー創出を一層促進す

るため、久留米リサーチパーク、福岡バイオインキュベーションセンター、福岡バイオファクトリー等の活

用と機能充実、ベンチャー企業への制度融資等による金融面での支援や経営指導の充実等、ベンチ

ャー創出に向けた支援の充実を進めます。 

 

②ＴＬＯ機能の充実 

大学等における研究成果の活用等を支援するため TLO機能の充実を図ります。 

 

③国家プロジェクト等の積極的導入 

個性豊かな大学等の集積に支えられた地域資源、シーズを活用しながら、国家プロジェクト等の積極

的な導入を図りながら、産学官一体となった地域産業の活性化を図ります。 

 

④知財センターの活用 

久留米市に開設された「久留米知的所有権センター」の活用による、特許をはじめとした地域企業等

の技術面の高度化による産業の活性化に取組みます。 

 

（２）地域のニーズ等に対応した人材の育成 

 

自動車関連産業等のグローバル産業の地域への導入に対応し、優秀な人材を供給するため、大学等、

高校、職業訓練機関、行政等が一体となって人材育成に取組みます。 

そのため、職業人育成に向けた、地域の大学等と高校の連携、大学等と企業との連携等の推進に取組

みます。 
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